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１．公共調達の合理化 

公共調達の合理化は自治体・公共機関が

限られた人員と財源で最大の成果を出す

ために欠かせないテーマ

公共調達の合理化が求められる背景

公共調達の合理化とは、

調達の質を上げながら、時間・コスト・リスクを下げること

標準化 × デジタル化 × 調達方式の最適化 × データ活用

【根拠法令】
地方自治法第2条第14項「地方公共団体は、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない」



１．公共調達の合理化 

サービスの進化⇒民間が得意
※現在

公共調達の合理化が求められる背景



１．公共調達の合理化 

代表的な合理化手法 

手法 内容 合理化のポイント

包括委託（包括管理）
複数施設・業務を
まとめて発注

スケールメリット
事務負担減

PFI、DBO、DB・・ 設計、施工、維持管
理・運営を一体化

全体最適
責任の明確化

LCC調達（ライフサ
イクルコスト）

導入費＋維持管理費
を総合評価

長期的なコスト最適化

性能発注 成果・性能で評価 過剰仕様の削減
民間の創意工夫

業務と時間を まとめる プロにまかせる



１．公共調達の合理化 

入札契約制度の比較 

日本 EU

入札方式
一般入札
指名競争
随意契約

一般又は制限の提案募集
交渉付競争方式
交渉付競争 競争的交渉 競争的対話
イノベーションパートナーシップ

売買 同じ扱い 別の扱い

物品
サービス
工事等

同じ扱い 調達物に応じて多様な方式

予定価格 必ず定める なし

落札基準 最低価格
（例外的に総合評価） 最も経済的に有利

出典：一般社団法人社会基盤マネジメント研究所代表理事、木下誠也氏資料

公共調達の合理化を阻むもの



１．公共調達の合理化 

日本の会計法・地方自治法の特徴 

出典：一般社団法人社会基盤マネジメント研究所代表理事、木下誠也氏資料

① 公告して競争を行うこと（一般競争）を原則

② 「買い」と「売り」が同じ扱い

③ 交渉手続きを定めていない

④ 価格の制限（予定価格）を必ず定める

⑤ 落札基準は最低価格を原則

公共調達の合理化を阻むもの 明治以来変わらぬ
日本の入札契約制度



３
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公共調達の合理化を阻むもの
官の決定権問題

官は、市民との間で直接活動するよりも、民に依頼し自分の目的を代理し
て履行してもらう方が合理的と考えるが故に、PPP を用いることになる。
この場合、当該活動に関しては、民の方が、より多くの情報を保有し、よ
り適切な判断ができることを認めていることになる。

しかし、実際には、PPP プロジェクトの開始にあたっては、事業の内容、
規模、立地およびPPP で行うかどうか、また、PPPで行うとした場合に
どの手法を採用するかの一連のプロセスに民が入ることなく、官が一方的
に決めている。

官が民間のこと（技術、建設や運営の方法、経営手法、資金調達等）をよ
く知らないまま、一方的に事業内容、規模、立地、手法等を決めてしまう
官が意思決定することによって、本来であればより高いVFMをもたら
しうるにも関わらず、低いVFMで止まってしまう可能性が生じる

事業自体の意思決定プロセスで民の意向が反映されずに、VFMを発揮す
るという意味で「劣っている」官の知識のみで決定されることを「官の決
定権問題」という

出典：東洋大学PPP総論講義資料

１．公共調達の合理化 
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2. PPP/PFIの超概論 

PPP/PFIの概念

PPP/PFIの概念（イメージ）

PFIの要素を部分
使いしているもの

PFI法を軸に
公共調達を設計



2. PPP/PFIの超概論 

PFIの基本事項

※PFI法は規制緩和の法律

会計法や地方自治法で制限されていることを緩和するための法律
（⇒第六章 選定事業に対する特別の措置）



2. PPP/PFIの超概論 

PFIの基本事項

PFIの特徴 効果、合理化のポイント

長期間の契約可能 単年度主義による無駄防止、LCCの最適化、事業の
持続性向上、官民双方の投資効率向上

税収と地方債以外の資金調達
可能

民間事業者が資金を立て替え、後年度に割賦払い
（財政負担の平準化）

PFI法第6章 選定事業に対する特別の措置(第68条〜第82条)
会計法・地方自治法等の原則を緩和する「特例措置」を定めた章

行政財産の目的外使用可能
公共施設の統合・複合化⇒施設整備の重複出費（無
駄遣い）防止

学校に公民館、ホール併設等

行政財産に民間収益施設併設
可能

・利用者の利便性向上、公共空間の魅力UP
・借地料や家賃収入⇒公共施設で稼ぐ

公共施設にレストランやカフェ、本屋等民間事業
を誘致

公有財産を無償または低廉な
対価で使用可能 この特典を上手に使う！



３．PFIの使い方 

PFIの特徴
PFIは発注業務委託（アウトソーシング）
※SPC（特別目的会社）の主な業務は資金調達と発注業務

⇒発注業務を民間事業者に任せることで公共の事務負担を軽減（業務効率化）

従来発注（分離・分割発注、仕様発注） ＰＦＩ（包括発注、性能発注）

公共は「企画・選定・モニタリング」というコア機能を担う 公共の役割が
経営的視点に変化

SPCを設立し、各企業の経営
リスクがPFI事業に影響をしな
いようにする（倒産隔離）



３．PFIの使い方 

包括発注＆性能発注 家のリフォームに例えると

包括発注、性能発注



３．PFIの使い方 

財政負担の削減と平準化（イメージ）

ＰＦＩ法に基づいて地方公共団体が実施する事業に係る地方財政措置について
（平成12年3月29日付け自治調第25号自治省財政局長通知）抜粋

PFI事業が不利とならないよう
直営事業と同等の地方財政措置

（地方債・地方交付税・補助金）



３．PFIの使い方 

基金創設公有財産売却益、売電収入

事業の持続性のカギは資金循環！
事業の持続性向上（長期収支計画書）



３．PFIの使い方 

ローカルPFIの事例：ハグテラス（鹿屋市子育て支援住宅）
PFI（BTO）＋独立採算

稼ぐ事業を組み合わせることで自治体負担０を目指すPFI事業



３．PFIの使い方 

ローカルPFIの事例：ヤマガラビレッジ（熊本市金峰山自然の家）

子どもたちがまた帰ってきたくなる空間

熊本県産材の積極活用

PFI（BTO）＋独立採算

稼ぐ事業を組み合わせることでプロジェクトの魅力UP、民間のビジネスチャンス



３．PFIの使い方 

複合化の事例：京都御池中学校・複合施設整備等事業

出典：京都市事例発表資料

PFI（BTO）＋独立採算



事業主体 京都市 事業経緯

事業方式 PFI-BTO 平 成 15 年 5 月 ： 実施方針公表

事業期間 17年間（平成16年５月～令和２年３月） 平 成 15 年 9 月 ： 要求水準書（案）の公表

契約金額 63.2億円 平 成 15 年 10 月 ： 特定事業の選定

VFM 約30％（約27億円の財政負担軽減） 平 成 15 年 11 月 ： 入札公告

平 成 16 年 4 月 ： 事業者選定

平 成 16 年 5 月 ： 事業契約

平 成 16 年 6 月 ： 設計開始

延床面積：約20,266㎡ 平 成 18 年 3 月 ： 施設引渡し

敷地面積約8,400㎡ 平 成 18 年 4 月 ： 供用開始

特　徴

・学校と乳幼児及び高齢者との相互交流による心のふれあいを実現
・商業施設を御池通りに面して配置することにより、京都のシンボル通りである御池通りの活性化に寄与
・複合施設全体の維持管理をまとめて事業者に任せることが可能となり、各施設の運営者は、運営業務に専念
・平成19年度から小中一貫校（施設分離型5.4制）として運営

施設概要

事業者
代表企業：ダイヤモンドリース㈱
協力企業：㈱類設計室、㈱竹中工務店、㈱松村組、㈱
リンレイサービス、㈱アサヒファシリティズ

施設規模

鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）地上７階、地下１階
京都市御池中学校、乳幼児保育所、老人デイサービスセンター、地域包括支援センター、オフィススペース（平成23年度から
教室に転用）、拠点備蓄倉庫、観光トイレ、商業施設（レストラン、ベーカリーショップ、ジュエリーショップ）

出典：京都市事例発表資料



３．PFIの使い方 

整備費を一般財源と
起債で賄えますか？ NO

YES

整備施設は行政財産
ですか？

多目的な複合施設を
整備予定ですか？ YES

NO

民間収益施設を併設
したいですか？

YES

事業手法選定プロセス（案）

・普通財産として公共施設を整備することは殆どありませんが、一般財源で事業
を実施する場合は従来発注で発注可能
・設計＆建設＆維持管理・運営などを包括・性能発注するDBOが合理的

従来発注
または

DBO

・資金不足なので、施設整備費を民間に調達していただき、長期の割賦で平準化
して返済
・民間への長期債務は地方自治法で制限されているため、PFIなら実施可能
・事業（返済）期間はシミュレーションして自治体が最も有利になる期間を設定

PFI

・従来発注で発注可能
・設計＆建設＆維持管理・運営などを包括・性能発注するDBOが合理的

従来発注
または

DBO

・行政財産に民間の収益施設を整備することは地方自治法で制限されるため、
PFIなら実施可能
・事業（返済）期間はシミュレーションして自治体が最も有利になる期間を設定

PFI

・多目的な複合施設を縦割組織で整備することは難しいためPFIが有利
・事業（返済）期間はシミュレーションして自治体が最も有利になる期間を設定PFI

YES

NO



３．PFIの使い方 

やらないためのPPP/PFI優先的検討規程になってない？

検討対象外となるように
誘導してません？



４．公共サービスのソフト化 

公共サービスのソフト化とは

公共が施設を所有せず、民間施設を借用する、もしくは
施設を使わないサービス手段に切り替えるもの

公共サービスの「ソフト化」の概念図

出典：内閣府(2017)「公共施設等改革による経済・財政効果について
－学校等の公共施設の集約・複合化による財政効果試算、公共サービスの「ソフト化」－」



４．公共サービスのソフト化 

「ソフト化」が可能な施設

出典：内閣府(2017)「公共施設等改革による経済・財政効果について
－学校等の公共施設の集約・複合化による財政効果試算、公共サービスの「ソフト化」－」

主な公共施設の所有と「ソフト化」の可否
必ずしも公共が所有
する必要なし

ソフト化可能



４．公共サービスのソフト化 

「ソフト化」のメリット

 公共が直接保有しないため、利用需要の変化や社会
環境の変化等に柔軟に対応可能

 施設運営において民間のノウハウを発揮しやすい

 施設整備費・維持管理運営費の軽減、民間収益施設
の併設等により財政負担の軽減等に有効



４．公共サービスのソフト化 

「ソフト化」の手法

出典：内閣府(2021)「公共施設の非保有手法に関する基本的な考え方」



４．公共サービスのソフト化 

公共サービスの合理的な提供

出典：東洋大学根本教授講演資料「インフラ老朽化問題とPPP/PFI」



４．公共サービスのソフト化 

① 施設を持たない
• 施設は民間が所有
• 整備費の一括負担が不要
• 維持管理・運営費も負担なし
• 毎年の入札・契約手続きが不要

② 稼働率は民間が上げる
• 興行・コンサート等で残り枠を

活用
• 多目的化で施設が回り続ける
• 民間の投資と工夫が生きる

③ まちづくりの課題も解決
• 未利用だった駅西の保留地を
• 活用
• 駅前のにぎわいを創出
• 広域からの集客拠点に

出典：八戸市公表資料、スポーツ庁・文部科学省「スタジアム・アリーナ改革」事例資料等

FLAT HACHINOHE（八戸市多目的アリーナ）
民設民営／2020年4月開業 青森県八戸市

官民の役割分担（利用枠の借受け）
市は施設を保有せず、サービスを購入

施設 敷地約15,000㎡／延床約7,200㎡ 市の負担 年間1億円（税別）×30年の使用料

機能 通年型アイスリンク⇔床に転換できる
多目的アリーナ 得るもの 年間2,500時間の公共利用枠

収容 アイスホッケー約3,500人／バスケ約
5,000人 用途 学校体育・市民利用・各種大会等

事業者 所有：XSM FLAT八戸／運営：クロス
スポーツマーケティング 市の支援 保留地を無償貸与／補助金2.65億円

（交付金活用）

資金 民間が自ら調達（親会社・金融機関の
投融資） 民間収益 残り枠で興行・プロ試合・コンサート

公共施設の非保有手法：民間の多目的アリーナの利用枠を定額で借り受け





４．公共サービスのソフト化 

① 施設を持たない
• 施設は民間が所有
• 整備費の一括支出が不要
• 維持管理・運営費も負担なし
• 毎年の入札・契約手続きが不要

② 稼働率を上げる付帯事業
• 給食以外の事業を併営
• 施設を活かし民間の投資が回る
• 地域の雇用と農業にも波及

③ 公共はコア機能に集中
• 献立作成・食育は公共が担う
• モニタリングで質を確保
• 施設運営は民間のノウハウへ

出典：広島市・下関市公表資料、熊本市都市政策研究所「PPPによる広島市の学校給食センター（五日市地区）の取組について」等

公共施設の非保有手法：学校給食の配食サービス購入

広島市 五日市地区学校給食センター
民設民営（PPP）／2017年4月稼働

下関市 新下関学校給食センター
民設民営（PPP）／2024年4月稼働

契約 15年間（2017年4月〜2032年3月） 15年間（委託料 約101億円）

規模 最大12,000食／日 延床6,549㎡ 供給能力8,000食／日 23校へ配送

事業者 広島アグリフードサービス（広島駅弁当グ
ループ）

下関アグリフードサービス（広島駅弁当子会
社）

選定 公設公営・公設民営・PFI(BTO)・民設民営
を比較

PFI導入可能性調査で公設公営・BTO・民設
民営を比較

付帯事業 高齢者施設・医療機関への食事提供、地産地
消

在宅高齢者への配食サービス（生協と連携）



出典：Co-GENET Vol.16



４．公共サービスのソフト化 

民間の知恵を発揮しやすい

資産非保有

出典：東洋大学根本教授講演資料「インフラ老朽化問題とPPP/PFI」



鹿児島銀行 地域支援部 地域コンサルティング室
吉永ひとみ（国土交通省PPPサポーター）

TEL：099-239-9718
E-mail:kaihatsu@ml.kagin.co.jp

ご清聴ありがとうございました
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 内閣府(2021)「公共施設の非保有手法に関する基本的な考え方」

 内閣府(2017)「公共施設等改革による経済・財政効果について－学校等の公共施設の集約・
複合化による財政効果試算、公共サービスの「ソフト化」－ 」

ご質問はありますか？


